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研究成果の概要： 
 今日の企業横断的労働組合の組織化に当たっては，横断的労働市場の存否という客観的要因

にその根拠を求める従来の説よりも，労働者の団結をどのように捉えるかという主体的要因の

ほうがヨリ大きく影響していると考えられる。また，ホワイトカラーの右肩上がりの賃金プロ

ファイルは欧米諸国に多く観察されるが，その際，同一（価値）労働同一賃金論と右肩上がり

の賃金プロファイルとが対立するという理解は日本に独特のものであることが示唆された。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

2008 年度 700,000 210,000 910,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 2,000,000 600,000 2,600,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会学 
キーワード：労働組合，賃金，労働市場 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）戦後日本の労働組合の組織形態は企業
別に組織される，企業別労働組合という組織
形態が典型であった。しかし，企業別労働組
合という組織形態を克服しようとする試み
がなかったわけではない。 

終戦直後、1960 年前後および 70 年代に間
歇的にではあるが，企業横断的な個人加盟労
働組合の組織化は試みられてきた。 

そして近年ふたたび，構造改革が強力に推
進される過程で，ふたたび企業横断的な個人
加盟労働組合の動きが見られるようになっ
てきた。 

主に非正規労働者が「ワーキングプア」と
呼ばれるようになって社会的注目を浴びる
中、再び個人加盟の企業横断的労働組の動き
が活発化した。 
 
 

（2）これまで，企業別労働組合という組織
形態の成立の根拠は，労働市場が企業別に組
織されていることから説明する大河内一男
の議論と、それを批判して，労働市場の企業
別編成からは企業別労働組合の成立根拠は
横断的労働市場の不在からは捉えられない
とし、歴史を近世にまで遡ってクラフトギル
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ドの伝統の欠如に求める二村一男の議論と
があった。 
 
 
２．研究の目的 
（1）第 1 に、今日の企業横断的労働組合の
運動の様子を考察しながら、企業別労働組合
という組織形態が普遍化した根拠としての、
労働市場の企業別分断説とそれを批判した
クラフトギルド欠如説とを検討しようとし
た。 

つまり，今日の企業横断的労働組合の活性
化の根拠を考察し，その上で，今後の企業横
断的労働組合の動向を見定めようとした。 

 
 

（2）第 2 に、非正規労働者の増大に社会的
注目が集まる中、今日の主要な社会的対立は
労資対立ではなくして“労労対立”すなわち
正社員対非正社員の対立だという議論がに
わかに登場するようになった（八代直宏、木
下武男）。 
“労労対立論”に立つと，正社員の賃金を

下げて，その分を非正社員に回すことがワー
キングプアの解決法とされる。 

さらに，その際に、焦点としてクローズア
ップされたのが、賃金論における、右肩上が
りのいわゆる年功賃金は同一（価値）労働同
一賃金との関係である。つまり、年功賃金は
同一労働同一賃金に反するというのである。
しかし、ホワイトカラーに限定すると右肩上
がりの賃金は日本を含む欧米先進国に共通
するものである。その点から，右肩上がりの
賃金と同一労働同一賃金との関係はヨーロ
ッパではどのように理解されているのかを
確認しようとした。 
 
 
 
３．研究の方法 
（1）企業横断的労働組合と労働市場の関係
について 

個人加盟の企業横断的労働組合（Ａユニオ
ン，Ｓ地域一般労働組合，ユニオンＹ，他）
に対しては、組合役員および組合員に対する
ヒアリングと当該組織が発行した文献資料
に拠った。ヒアリングでは，企業横断的な個
人加盟労働組合結成の問題意識，結成の際の
困難，結成後の運動の実態と当事者たちが意
識する今後の運動の課題を重視した。 
 また，個人加盟の企業横断的労働組合の結
成が既存の企業別労働組合にどのような影
響を及ぼしているか，或いは及ぼしていない
かについても理解しようとした。 

労働市場については、賃金構造基本調査，
雇用動向調査など参照するほか，労働市場，
労働組合の両者について、「格差社会」、「ワ

ーキングプア」などを扱った文献を含め、関
連する学術文献、ルポルタージュ等を広く渉
猟した。 
 

 
（2）右肩上がり賃金と同一（価値）労働同
一賃金との関係について 
ILO（国際労働機関）が条約 100 号「同一

価値労働についての男女労働者に対する同
一報酬に関する条約」に関わって，1992 年に
日本政府への勧告の中で，男女賃金較差を是
正するために女性に seniority credits を与
えるべきだと勧告していることを重視し，関
連文献を参照した上で，不明の点につき，ILO
本部の研究員にヒアリングをおこなった。 
さらに失業者及び不安定雇用者の運動を

組織しているフランス労働総同盟（CGT）の
失業者・雇用者委員会の活動家に対してヒア
リングをおこなった。運動の過程で安定雇用
されている労働者と失業者及び不安定雇用
者との間に対立遙か，具体的には日本で見ら
れる“労労対立論”のような動きがあるか否
か，なければ，それがなぜフランスで存在せ
ずに日本では存在するのかを考えようとし
た。また，先述の ILO の 100 号条約に関わっ
て，右肩上がりの賃金と同一（価値）労働と
同一賃金との関係についてどのように理解
しているかをきいた。 
 
 
 
４．研究成果 
（1）企業横断的労働組合と労働市場との関
係について 
 個人加盟の企業横断的労働組合の結成の
試みは高度成長期に間歇的に現れたものは
ユニオンショップをもたない中小企業で働
く未組織労働者ないしは非正規労働者を対
象にしたものであることが多かった。 
それに対して，今日の特徴は大企業におい

て正規労働者が既存企業別労働組合とは別
に新しく個人加盟の企業横断的労働組合を
結成しはじめたことである。 
 従来までは一企業一組合という教条が強
く支配していた。企業別労働組合とはいえ，
すでに既存の労働組合が存在するのに，新し
く有志によって別個に――それが企業横断
的とはいえ――労働組合を組織することに
対しては，労働組合運動の内外に批判的な見
解が根強く残ってきた。 
 企業別労働組合の問題性は，欧米の産業別
労働組合を基本単位とする労資協調的な労
働組合に比較したとき，欧米的労資協調以上
に企業別組合が「労資協調」的であることと
指摘されてきた。企業別労働組合は組合員が
不利益を被る「合理化」や「リストラ」に対
してもしばしば積極的に企業に協力すると



 

 

指摘されてもきた。 
 それこそが既存企業別労働組合とは別に
個人加盟の労働組合を結成するべきだとい
う議論が登場してくる背景でもあった。しか
し，新しく組合を結成することは同時に，そ
の行為自体が，労働者の団結を目指しながら，
企業別労働組合に組織されている労働組合
員から自らを切り離すことで，労働者の団結
を揺らがす，或いは端的に破壊することにな
るのではないか，という懸念を生むことにな
っていた。 
 こうした懸念が労働組合内外に抑制的に
働いて，下山房雄らによって個人加盟の企業
横断的労働組合結成の提起がおこなわれな
がらも，個人加盟の企業別労働組合の動きは
活発化しなかった。 
 もとより企業別労働組合は一貫して企業
に過度に労資協調的であったわけではない。
たとえば 1960 年の三池闘争や安保闘争は企
業別労働組合によって闘われたのである。過
度に労資協調的となる変化は 1960 年代中葉
以降に現れたが，実は，そうした変化自体が
企業横断的な取り組みによって生まれたの
でもあった。 
 近年の個人加盟の企業横断的労働組合の
活発化は，管理職ユニオンや女性ユニオン，
また首都圏青年ユニオンなどの運動の成果
が広く知られるようになったことも手伝っ
ているだろう。これらの多くの困難を抱える
労働組合の運動の貴重な成果によって，個人
加盟による企業横断的労働組合の実効力及
び可能性が以前よりも具体的に提示される
ことになった。 
 こうした動きが背景にあって，大企業製造
業においても既存企業別労働組合とは別個
に個人加盟の企業横断的労働組合（Ａユニオ
ン）が結成された。 
 このＡユニオンは 2006 年に結成され，系
列，下請け企業の労働者を正規・非正規の雇
用形態に関わらず組織しようとするもので
ある。 
 Ａユニオンは，既存企業別労働組合が長時
間労働，サービス残業，過労死，過労自殺等
の課題に十分に取り組むことができていな
い現状に対する批判として組織された。 
 Ａユニオンは早速，組合員の必要としてい
る時短勤務を実現する等の成果を上げてい
る。 

また，労災認定を裁判で争う労働者，その
家族，遺族等の運動に対して多くの企業別労
働組合は十分な取り組みができていない。し
かし，Ａユニオンは積極的にこれらの裁判闘
争などを支援し，労災認定などを勝ち取って
いる。 
 また，Ａユニオンが組織されたことで，既
存企業別労働組合がこれまで非正規労働者
の組織化に消極的だった姿勢を反省し，非正

規労働者の組織化に取り組む等の変化が生
じた。 
 Ａユニオンの組合員は既存企業別労働組
合に比較するときわめて僅少ではあるが，そ
の成果は，今日の日本の労働者の働き方に照
すとき，無視し得ぬ質をもっているといえよ
う。 
 Ａユニオンでさらに特徴的なのは，組合員
の拡大にとどまらず，市民によるＡユニオン
をサポートする会を組織したことである。研
究代表者が傍聴した，その結成会においても，
しかし，「既存企業別労働組合の中での闘い
を放棄して，新組合を立ち上げること」の是
非が論点の一つになったことは印象的であ
った。 
 こうしたことを踏まえると，今日の時点に
限定して考えたとき，企業横断的労働組合の
成否の根拠は，労働市場の企業別の分断，つ
まり横断的労働市場の不在でもなく，またク
ラフトギルドの伝統の欠如でもなく，運動主
体の認識，イデオロギーに係っている点がき
わめて大きいといえよう。 
 しかし，Ａユニオンに限らず，近年の個人
加盟による企業横断的労働組合の多くは，60
年代の合同労組の経験におけると同様に，組
合員のさらなる組織化と定着とを大きな困
難＝課題としている。だが，構造改革の進展，
或いは「格差社会」の進行は，こうした個人
加盟の企業横断的労働組合の可能性を客観
的には増大していると考えられる。 
 
 
（2）右肩上がり賃金と同一（価値）労働同
一賃金について 
 年功賃金のような右肩上がりになる賃金
は欧米には存在しないと指摘されることが
ある。しかし，ブルーカラーの右肩上がり賃
金はたしかに日本に特徴的だが，ホワイトカ
ラーに限定すると右肩上がり賃金は欧米に
も共通することである。 
 そこで，年功賃金は同一（価値）労働同一
賃金に反するという議論が多く登場してい
る（代表的なものは木下武男，森ますみ）。
この議論は年功賃金を廃して職務給にすべ
しと主張する。しかし，年功賃金と同一（価
値）労働同一賃金とは両立するという見解
（朝倉むつ子）もある。 
こうした議論の対立を考える上で，ILO（国

際労働機関）が，条約 100 号「同一価値労働
についての男女労働者に対する同一報酬に
関する条約」に関わって，1992 年に日本政府
への勧告の中で，男女賃金較差を是正するた
めに女性に seniority credits を与えるきだ
と勧告していることが注目される。 
労働問題を専門にする弁護士の牛久保秀

樹は ILOでのインタビューの際にも担当者か
ら「日本の女性に seniority credits を与え



 

 

ることが ILO の見解である」という発言があ
ったことを伝えている（牛久保『労働の人間
化とディーセントワーク』かもがわ出版，
2007 年）。 
 ILO 本部のシニア・リサーチャーへこのこ
との含意を問いただした。 

そこでの回答は，第 1に，ILO は，日本に
おける男女賃金較差の原因のひとつは，女性
が seniority credits から排除されているこ
とだと認識しており，女性を seniority 
credits に包摂していくことによって男女賃
金較差を解決していくべきことを ILOは勧告
している。第2に，そのこと，つまりseniority
と同一労働同一賃金の考えとは矛盾しない
と考える，というものであった。 
フランス労働総同盟（CGT）の失業者・不

安定雇用者委員会の活動に対するインタビ
ューでも同様のことをきいたが，同一（価値）
労働同一賃金と seniority (anciennte)とは
矛盾すると考えないと回答された。 
また，フランス労働総同盟では，不安定雇

用者の賃金を含め，労働条件の向上のために，
安定雇用者の労働条件と折半するという発
想は「労働組合からはない」というものであ
った。また，失業者・不安定雇用者の運動は
当初は安定雇用にある組合員たちの理解を
十分に得られないこともあったが，今日では
そういう段階を克服していると回答された。 
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